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1.は じめ に
ゴルバチ ョフ時代(1985-1991)末期の1990-1991年、ソ連では市場経済移行と社会主義計画経済体制
放棄の方針が決定され、実際上も、社会主義計画経済は瓦解 し始め、成 り行 き的な市場経済化が進み始
めていた。
本稿の課題は、まずこの時期の経済改革の展開とマクロ経済状況の推移を具体的に確認した うえで、
そのような背景のなかでソ連企業が どう変化 していったかを明 らかにすることである。それにより、現
在のロシア企業の特殊性が何に由来するかを明らかにするためのひ とつの手がか りを得られると思われ
るからである。
2.経済政策とマクロ経済状況
(1)「 規 制 され る 市 場 経済 」移 行 政 策
1989年秋以降、政府 は深刻な経済危機 に陥った ことを認識 する中で、 「国有企 業法 」(1987年制定、
1988年施行)体 制(自 主権を拡大 した国有企 業を中心 としなが ら、小規模 な民間企業 がそれ を補完す る
よ うな企業体制)か らの脱 却、 さらには市場経 済へ の移行 を決断 した(西 村 、1995)。
1990年5月、ルイシ コフ首相は ソ連最 高会議 での演 説(溝 端佐 登史氏による抄訳 が 『日ソ経済調査資
料』1990年9月号にある)の 冒頭、 「指 令的な配 分制度 とは相 いれ ない原理 的に別の経済運営モデル と
しての市場 に移行 しなければな らない」 と述べた。 そ して、 「市場経済」 あるいは 「規制 され る市場経
済」(peryJIIIpoBaHHaHplilHogHaH3KoHoMIIKa,regulatedmarketeconomy)への移行の方針 を示 した。
この間に、経済改革深化 あるいは市場経済化 に向けて 、法制度 は急速 に変更 されてい った。
☆経営学部教授
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まず、1989年11月に制定 された 「賃貸借 に関す るソ連 邦 と連邦構成共和国の基本法」(以 下、 「賃貸
借法」。 田中雄三訳が 『日ソ経済調査資料』1990年6月号 にある。施行規則 の訳 もあ る(糸 賀 、1991))
が1990年1月 に施行 された。 この法律 は、企業の賃貸借 とい う概 念 を導入 した。所 有権の変更は伴 わな
いが 、賃貸借 によって、労働集 団(当 該企業 で働 く勤労者全 体か らなる集 団)あ るいは市民 が、広範 な
自主権 をもって国有企業を経営す るこ とが可能 となった。 さらに は、賃貸借 された資産の 買取が一般 に
認 められ るとされ、 「国有企業の資産の買取」 とい う概念 も登場 した(第10章)。 こ うして、 「賃貸 か
ら買取へ」 とい う形で、国有企業の実質的民営化 の道が法律の 上では開かれ た。
さらに1990年3月 には憲法改正(『 ザ コー ン』第1号 に改正条文の邦訳)と 「所有法」(溝 端佐登 史
訳が 『日ソ経済調 査資料』1990年5月号に ある)採 択 によ り、民間企業活動が公式 に解 禁 された。
1990年6月には 「国有企業法」に代わ って、 ソ連邦法律 「ソ連 におけ る企業について」(以 下 「企業
法」。《BenoMocTHBepxoBHorocoBeTaCCCP》Na25,1990r.,cr.460.田中雄三訳が 『日ソ経済調査
資料』1990年8月号にあ る)が 採 択 され、1991年1月よ り施行 された。 「企業法」は、1930年代以降 、
変容 しなが らも維 持 されて きた ソ連型企業 システムか ら基本 的 に離脱 してお り、市場経済型企 業 システ
ムへの過渡期の法律であった。すなわち、① 経済の市場的調整 、②企 業の私的所 有、③企業 の所 有者(資
本家)に よる管理 を原則 とす る市場経 済をす でに想定 していた。 したがってそ こでの企業 システム は、
市場経済 下の企業 システム(資 本主義企業 システ ム)に 近 い もの であった。 ただ し、一般的 な市場経 済
や 、市場経済 下の企業 と異 な り、なお 、 ソ連経済 のなか で圧倒 的 なシェアを占 めるのは国有企 業で あっ
た(表1)。
表1ソ 連の経済セクター別就業者、生産額、固定生産ファン ドの分布
就 業 者 数
(100万人)
生 産 高
(10億ルーブル)
固定生産 フ ァン ド
(10億ル ーブル)
1985 1990 1985 1990 1985 1990
全体(物的生産) 100.3 99.8 1383.6 1632 1600.22083.8
国有セクター 81.6 76.5 ll98.8 1350 1410.21852.0
協同組合セクター 15.4 18.4 122.1 205 172.0 208.8
コル ホー ズ 12.2 11.2 101.2 124 153.5 173.3
消費協同組合 3.2 3.4 20.9 30 18.5 28.5
商品・サービス生産協同組合 一 3.8 一 51 一 5.0
個人セ クター 3.3 4.9 62.7 77 18.0 25.0
農民経営 一 0.1 一 2 一 0.6
個人副業経営 3.2 4.6 57.3 67 18.0 24.4
個人労働活動 0.1 0.2 5.4 8 一 一
(出典)FocKoMcTaTCCCP,《{HaponHoexo3頭cTBoCCCPBl990r.》,cTp.5L
た しかに市場経済が機能するためには多様な所有形態が必要と考えられていたが、その変更の道筋とし
ては、新 しい民間企業の設立とともに、労働集団による国有企業の買取が想定されていた。また、 「労
一198一
明治大学社会科学研究所紀要
働集団による自主管理の原則」が 「国有企業法」より後退したとはいえ保持 された。すなわち、一種の
「労働者自主管理型市場経済」 ともいうべきものが政策的には意図され、それを志向するような法制度
が成立した。
(2)「 市 場 経 済 」 移 行 政 策 と ソ連 共産 党 解 散 、 連 邦 解 体
1990年秋 にはすで にソ連共産党の指導力、連邦政府 の統 治能 力は著 しく制約 された ものになっていた。
す なわち、15の連邦構成共和 国の独立志 向が強 ま り、まず1990年3-5月 にバル ト三 国が独立回復宣言
を行い 、6月には ロシア、ウクライナ、モル ダ ビアな どが主権 宣言を行 っていた。同年7月 にソ連共産党
第28回 大会 が開催 され たが党内対立が激化 し、エ リツィン(ロ シア最高会議議長)ら が離党 した。 その
後1991年8月 に保守派 クーデ タが起 こ り、エ リツィン(ロ シア大統領)の 指導 によ り鎮圧 された ので、
ゴルバチ ョフ ソ連 大統領 、 ソ連共産党書記長 は ソ連 共産党解散 を宣言 した。 同年9月 に ソ連国家評議会
(rocYAaperBeHHblticoBeT)がバル ト三国独立 を承認 した。 同年12月 には ソ連邦構成15共 和 国の うち
バル ト三国 とグル ジアを除 く11共 和国に よ り 「独立国家共 同体(CIS)」が設立 されて(1993年にグル
ジア も加 盟)、 ソ連邦 は解体 した(下 斗米 、1992)。
この よ うな状況の 中で 、 「どの ような市場経済へ むけて、 どの よ うなテ ンポで移行す るのか」 をめぐ
って政策論争 が展開 され(西 村 、1995、135-160頁)、1990年秋までに ソ連政府プ ログラム と 「500日計
画」(ゴ ルバ チ ョフとエ リツィンの合意 に基づ き設置 された作業 グルー プによる案。 「シャター リン案 」
ともい う。大崎平八郎 による抄訳が 『日ソ経済調査資料』1991年1月号 にある)、 そ してそれ らの折衷
案 としてのソ連大統領プ ログラム 「国民経済安定化 と市場経済移行の基本方向」(『 世界政治』1990年
12月上旬号に邦訳)の3つ が主要 な選択肢 として現れた。
ロシア共和国最高会議は同年9月 に 「500日計画」 を採択 した。 この計画 は、① 「人類 は今の ところ、
市場 経済よ りも効 率的な もの を発見す るに至っていない」 と して、(形 容詞の ない)「 市場経 済」 を 目
標 に掲げた。 その さい 「社 会主義」的志 向性へ の言 及は なか った。 ただ し、 「市場 は生産の高 い経 済的
効率性 を保障 してはいるが、生産の不安定性や資産上 ・社 会上の過度 の格差や各地域 の発 展の不均等 とい
った否定的結 果を未然 に防止す るために、国家的お よび社会的規制 を必要 と してい る」とも述べ ている。
② 「主権 共和 国の経 済連合 」を形 成 し、 ソ連邦 には共和 国間関係の調整 の役割 のみをゆだね、③約500
日とい う比較 的短 い期 間で移行 を完 了す るこ とを予定 している。
これに対 しソ連最高会議 は1990年10月、ソ連大統領 プログラムを採択 した(《BenoMocmBepxoBHoro
coBeTaCCCP》Nα43,cr.889)。この文書 は、① 「市場経 済への移 行に変わ る代案は存在 しない」 と
して 、(形 容詞のない)「 市場経 済」移 行を 目標に掲 げたが、同時に 「市場への移行 はわが人 民の社 会
主義的選択 とは矛 盾 しない」 と してお り、 「全社会の人道的 な方 向性 と結び付 け られ た市場」 が必 要で
ある と した。 そ して、②共和国主権 を認 めつつ 「連邦の全体性」 を強調 し、 ソ連邦 に広範 な機能 を残 す
ことを予定 してお り、③1年 半か ら2年 間で市場経 済に移行す る とい う計画 である。
このよ うに 、ソ連邦 もロシア共和国 も(形 容詞 のない)「 市 場経 済」に2年 間前後で移行す る とい う
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方針を決定 した。 「市場経済」が何 らかの 「規制」を必要としているとい う点では、両者のプログラム
に差はなかったが、ソ連邦のプログラムのみが 「社会主義」に言及していた。連邦・共和国関係の抜本的
再編成は政治課題 として未解決のままであったが、ソ連邦のプログラムでも 「共和国は、その領土に存
在 し、その国家主権の物質的基礎を形成 している国富の占有、利用、処分の法的規制を実行する。主権
共和国に共通する課題を解決するために全共和国の共同所有(連 邦的所有)が 形成 され、その管理は連
邦諸機関によって行われる」 とされてお り、多くの企業が連邦管理下から共和国管理下に移 ることを容
認 しているものと推定 される(表2参 照)。
表2ソ 連工業における連邦管轄と共和国管轄の比率(1990年)
連邦管轄工業 連邦共和国管轄工業
生 産 額
工業生産
人 員 数
工業生産固定
プアンド(年末) 生 産 額
工業生産
人 員 数
工業生産固定
ファン ド(年末)
ソ 連 60 62 81 40 38 19
ロシア共和国 68 69 87 32 31 13
FocKoMcTaTCCCP,《且apoAHoexo3fiticTBoCCCPB1990L》,cTp.351.
したがって、1990年秋以降、連邦政府だけでなく、各共和国の経済政策が実質的な意義を持つように
なっていった。
同年12月にロシア共和国最高会議は、ロシア連邦法律 「ロシア連邦共和国における所有について」(以
下 「所有法」。1991年1月1日施行、1994年11月失効。小原剛訳が 『日ソ経済調査資料』1993年11A
号にある)、ロシア連邦法律 「企業および企業活動について」(以 下 「企業・企業活動法」。1991年1月
1日施行、2002年7月失効。遠藤克己訳が 『日ソ経済調査資料』1992年10月号にある)を採択 した。
ロシアの 「所有法」を1990年3月改正前・後のソ連憲法の関連条項 と比べて特に重要なのは次の諸点
である。
(1)所有形態の分類は、私有、国有、公有および社会団体有の4分 類である。(2)国有の優位性は廃
止され、4つの所有形態は平等である。(3)国有 と公有が区別された。国有ではソ連邦所有は想定されて
お らず、ロシア連邦以下各級の多段階の所有が認められた。公有はさらに下級 レベルの所有とされた。
(4)天然資源は当該区域住民の財産 とされた。(5)法人による所有は私的所有と社会団体所有に分類 し
て概念化された。会社等による所有は私的所有に含まれた。集団企業、賃借企業、協同組合企業などに
ついては各従業員の出資額を算定することとなった。
ロシアの 「企業・企業活動法」をソ連の 「国有企業法」ならびに 「企業法」と比較すると、ロシアの 「企
業 ・企業活動法」は、ソ連の 「企業法」と同様、市場経済型企業システムへの過渡期の法律であったが、
ソ連の 「企業法」よりさらに市場経済型企業システムへ接近しているといえる。すわなち、国有企業の
シェアを縮小する方法として、労働集団による国有企業 ・公有企業の買取の道 と同時に、国有企業・公有
企業の株式会社化から民営化の道が提示 された。また、労働集団による自主管理は否定されてはいない
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が 、所有者 の経 営権が優 先 されるこ とが明示 され た。国 有企業 ・公有企業については労働集団 に比較的大
きな権限が認 め られた。
銀行 関連法制 も整 えられた。1990年12月に ソ連 最高会議 は、ソ連 邦法律 「ソ連国立銀行(ゴ スバ ンク)
にっ いて」な らびに 「銀行お よび銀行 活動 について」を採択 した(糸 賀 了、1991に邦訳があ る)。 これ
は、1987-1988年の銀行改革(銀 行へ の独 立採算 制導入 な ど)を 法律に よって確 認 し、さらに 「ゴスバ ン
ク」 を政府 の統制下か らはずす もの であった。 ロシア共和国で も、同月、 ロシア共和 国法律 「ロシア共
和 国中央銀行(ロ シア銀行)に ついて」な らびに 「ロシア共 和国にお ける銀行お よび銀行活 動にっいて」
が制 定 され た(《3aKoHoAaTenberBoPoccH亘》M.Mati2004.http://….cbr.ru/today/status_
functions/print.asp?fileニ1aw.htm)。これ らの法律 も1987-1988年の銀行 改革を法律 によって確認す
るものであ ったが、 「ゴスバ ンク」ではな く 「ロシア銀行」 を中央銀 行 と定めた。 同年7月 にはすでに
ロシア共和 国最 高会議議長エ リツィンが、 ロシア共和国領土 内にある連 邦諸銀 行 めすべ ての支部は 「ゴ
スバンク」か ら独立す る、と宣言 していた(Lane,2002,p.13)。
さて、前述 の よ うに1990年秋 にソ連最 高会議 も ロシア最高会議 もタ「市場経済」移行 を決定 していたが、
いずれ の決定で も、経済全体や企業の 「脱 国家 化(pa3rocyAapcrBneHHe,destatization)」と 「民営化
(npHBam3a照日,privatization)」が必要 である とされ ていた。 「民営化」 が私有への移行をア クテ
ィブに表現 してい るのに対 して、 「脱 国家化 」は国家的 なものか らの脱却 とい うパ ッシヴな表現であ り、
脱 却 した先の到達点 を明示 していない。
1991年7月に、ソ連最 高会議 とロシア最高会議がそれぞれ、国有・公有企業の 「脱 国家 化」あるい は 「民
営化」に関す る法律 を制定 した。
ソ連邦法律 「企 業の脱国有化 と民営化の基本原則 について」(《BenoMocrnBepxoBHorocoBeTaCCCP》
Na32,CT.904.公布 と同時 に施行)は 、企業の 「脱国有化」 と 「民営化」について次の よ うに定義 して
い る。 「脱国有化」 とは、国有企業 を集団企業、株式会社 、その他 国家所有で ない企 業、な らびに賃借
企業 に改組 す るこ とで ある。 「民営 化」 とは、国家所有 の下にある企業な らび に、株式会社 等の国家株
式(持 分)を 市 民な らびに市 民によって創設 された法人の所有に移す ことであ る(第1条)。
そ して、脱 国有化 な らびに民営化の形態 を4っ 挙 げて いる。1)国 有企業 を賃借企業、集団企業、株式
会社、その他 の会社 あるいは協 同組合 に改組す ること。2)株 式会社その他の会社の株式(持 分)で 国家
に帰属するものを市 民または市民の創設 した法人が取得す ること。3)賃 貸に出 された国家資産 を賃借企
業また はその他の賃借 人が買い取る こと。4)公 募販 売また は競売 によって企 業を購 入す るこ と(第11
条)。
したが って この 法律 では、 「脱 国有化」、 なか でも労働集 団所有化にかな り力点 が置かれてい るとい
える。
これに対 して、 ロシア共和 国法律 「ロシア連邦共和国にお ける国有お よび公 有企 業の民営化について」
(以下 「民営化法 」。1991年7月制定 ・施行、2002年7月失効。田中雄 三訳 が 『日ソ経済調査資料』1991
年10月 号に ある)は 、 「脱国有化」 とい う用語 を使 わず 、 「民営化」 とい う用語だ けを使 ってお り、次
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のような内容である。
まず、 「記名式民営化預金」の形で全国民に民営化への参加を促すこと、さらに、各企業の労働集団
の意見を尊重 し、労働集団の民営化への参加を優遇することを特徴としている。それ と同時に、 「賃借
から買取へ」とい う民営化経路は今後は認められず、 「株式会社化から民営化へ」 とい う経路が中心 と
なることになった。後者の場合、前者と違い、労働集団は企業の所有権の一部のみを取得 し、また集団
として所有するのではなく労働集団構成員各人が株主として所有者 となる。 したがってこれは、労働集
団所有というよりも、分散 した従業員株主多数による所有を展望したものと言える。
以上のように、1991年7月、ニュアンスの違いは残 しなが ら、ソ連 もロシアも国有企業・公有企業民営
化に乗 り出すための法律を制定 した。
このように市場経済移行政策が本格化していく中で、マクロ経済の不均衡はさらに拡大 していった(後
述)。 それへの対応を迫られたソ連政府は、価格引き上げ、さらには自由化に着手した。1991年1月に
は卸売価格が引き上げられ、大部分の卸売価格が自由化 された。 同年4月 には小売価格が大幅に引き上
げられ、小売価格も次第に自由化されていった(Aslund,1995,p.31)。
(3)経 済 崩 壊
ソ連政府 とロシア政府 が市場経 済移行政策 を開始す る中で、経済状況 はます ます悪化 した。
ソ連の公式 統計 によれ ば1990年、1991年の生産国民所得 の年成長 率はそれぞれ一3.4%、-10.1%であ
った(表3)。 この急激な生産低下の原因は、まず第一に、連 邦解 体過 程のなかで、企業 間 ・共和 国間の
伝 統的な供給上のつ なが りが切 断 された ことにあ った。 そ うして起 こった生産低下 は、前の時期 か ら継
続 している物不足 、貨幣 的不均衡 、国家の経済管理 能力の減退 、対外債務の増大 などと悪循環 を起 こ し、
経済 を崩壊 させた(卵EconomicCo㎜issionforEurope,EconomicSurveyofEuroρe199i-1992.μ
104)。
表3ソ 連の 主要社会経済指標(1985-1990年、 増加率、96)
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991
生産国民所得 1.6 2.2 1.8 4.3 2.3 一3.4 一10.1
工業生産高 3.4 4.5 3.8 3.9 L9 一1.1 一7 .8
国民消費財の生産 一〇.9 4.6 6.4 7.7 6.5 一4 .5
農業生産高 0.4 5.3 一〇.4 1.7 1.5 一2.6 一6.9
基本投資 3.0 8.0 6.0 6.0 5.0 1.0 一12 .0
国民経済就業者数 0.6 0.5 0.4 0.1 0.6 一〇.3 一〇.6
国営・協同組合商業の小売売上高(対比価格) 2.0 0.3 1.1 6.8 8.4 10.5 一9.6
住民貨幣所得 3.7 3.7 3.9 9.1 12.9 17.1 90.7
(出所)CTaTHcTHqecKHfiKoMHTeTCHr,1992,cTp.15-16.
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物 不足 は危機的 な水 準 となった。政府 の物価 政策に よ りイ ンフ レが顕在 化 し始 めたた め、.退蔵傾向が
強 まったためである。 ある調査 による と、1990年半ばに基本 食料 の一般 的獲得可能性は11%し か な く、
調査 された1200品目の基本消費財 の うち96-97%は全 くなかった。職 場を通 じた販売 とい う形での配給
制が拡大 した。行列 も増 えた(Aslund,1991,p.183)。それで も1990年までは消費額その ものは増大
して いたが、1991年にな ると消費額の急激 な低下が起 こった。 生産低 下、輸入の減少、退蔵傾向の増進
によるもので ある(〔JNEconomicCo㎜issionforEurope,EconomicSur'veyol"Europe/991-1992,p:
105)。それ と同時に、国営商店にはない商品の多 くが民間の商店や 闇市場 にはあ る、 とい う現象 も顕著
にな った(Aslund,1995,p.49)。
生産国民所得 の成長率 をはるかに超 える規模 で貨幣 が供給 され続 け、貨幣的不均衡は拡大 を続 けた(表
3)。財政赤字は1990年にはGDPの4.1%に抑 え られ ていたが(表4)、1991年 には11-13%に増大 し、さ
らに共和国の赤字 も加 える と21-23%に膨 らんだ。生産低 下、な らびに徴税機構 の衰退 に よって歳入 の縮
減が起 こり、同時に さま ざまな種類 の補助金 がますます増加 したためである(UNEconomicCommissionfor
Europe,EconomicSurveyofEurope1991-1992,p.107)。ソ連政府 が貨幣的 不均衡 を緩和 しよ うとし
て行 った価格 引き上げや部分的 自由化 は、猛烈 なイ ンフ レをもた ら した(表5)。'
表4ソ 連の財政赤字 と国家国内債務(1985-1990)
年
財 政 赤 字 国 家 国 内 債 務
赤字額(10億ルーブル) 対GNP比(%) 債務額(10億ルーブル) 対GNP比(%)
1985 14.L 1.8 141.6 18.2
1986 45.4 5.7 161.7 20.3
1987 52.5 6.4 219.6 26.6
1988 80.6 9.2 311.8 35.6
1989 80.7 8.6 398.6 43.1
1990 41.4 4.1 566.1 56.6
(出所)rocKoMcTaTCCCP,《Hapo八Hoexo3HVacTBoCCCPB1990r.》c叩.5,15-16,19.
表5ソ 連の物価年上昇率
年 工業企業卸売価格 農産物の国家買付価格
国営商業 ・協同組合
商業における小売価格
1986 1.0 1.0
A
2.0
1987 0.5 2.9 1.0
1988 0.9' 12.1 1.0
1989 1.7 6.7 1.9
1990 3.0 11.7 4.7
1991 138.0 63.0 86.0
(出所)rocκoMcTaTCCCP,《Hap卯Hoexo3Hficit・BoCCCPB1990r.》cTp.159,160,166.
EUEconomicCommissionforEurope,EconomicSurvey-ofEur(4pe1991-1992,P.105,106:
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この よ うにそれ でな くとも統制 困難 なマ クロ経 済状況の 中で 国家 の経 済管理能力 は、 さらに弱 ま って
いた。 すなわ ち、国有企業 の自主権 が強ま ってい る上に、民間セ クターが成長 し、 さ らに共 産党 は機 能
をや め、15共和国は主権宣言 を行 っている状 況であった(Aslund,1991,p.196)。
西側諸 国 との貿易不均衡 の拡大 と対 外債務の増大は続 き、25-30%が合理 的な限界 とい われ るデ ッ ト ・
サー ビス ・レシオが1990年には68.2%に達 した。 当然 、国際 的な融資 はあま り得 られ な くな り、与信期
間は短 くな り、1991年末 には期限を過 ぎた債務が60億 ドル に達 した。 この時点で、ソ連 の外 貨保 有高 は
1億 ドル しかなかった(Aslund,1995,p.50)。1991年7月、 ロン ドン ・サ ミッ トにお いて ゴル バチ ョ
フ大統領 は、対西側債務 の リスケジ ュール(返 済繰 り延べ)と 大規 模金融支援 の実行 を西側 諸国 に訴 え
た(酒 井、2001、53-56頁)。
1991年10月には ソ連政府は(形 容詞 のない)「 市場経済」化に向か って舵 を切 った。 しか し、もはや
政治的 にも経済的 にも政権 を維持す ることが不可能な状況 になってお り、1991年12月にソ連 は解体 し、
市場経 済化の本格的な実施は、独 立 した15共 和 国の手に任 され ることにな った。
3.国有企業 「脱国有化」の開始と民間セクターの成長
一方でソ連な らびにロシアの政府が市場経済移行方針を決定 し
、他方でマクロ経済が崩壊へ と向かっ
た1990-1991年、国有企業の生産活動 も落ち込んだが、国有企業の 「脱国有化」が進み、民間セクター
が急速に成長 していった。
前述のように国民経済はマイナス成長に落ち込んでおり、国有企業の生産活動は縮小に向かった。 し
かし、国有企業は賃金を引き上げ(表6)、インフレを昂進 させる役割を果たした。また、インフレが続
く中で、国有企業はより価格設定を自由に行うことのできる民間セクターに製品を流 し始めた。
表6ソ 連の労働者・職員の賃金
平均月額(ルーブル) 年増加率(%)
1985 190.1
1986 195.6 2.9
1987 202.9 3.7
1988 219.8 8.3
1989 240.4 9.4
1990 274.6 14.2
1991 70.0
(出所)rocKoMcTaTCCCP,《HaponHoexo3HficTBoCCCPB
l990r.》(男p.36.Aslund,1995,p.48.
「国有企業法」(1987年制定、1988年施行)で 定められていた国有企業の自主管理については形骸化
が指摘された。1988-1990年に行われた、さまざまな工業部門に属する約150企業の250以上の労働集団
評議会の活動に関する調査によると、労働集団評議会の活動の基本モデルには次の3つ があった。1)管
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理部 に付属す る協議機 関。 労働集 団評 議会 は従業員 の意見を管理部 に伝 え、管理 部が意思決定 を行 う。
この タイプが80%以 上であ り、 うち60-70%では労働集団評議会はただ形式的に存在 してい るだけで 、
実際 には活動 していなかった。2)所有者 としての労働集 団の代 表。 これ は、1990年以 降、本格 的に登場
す る賃借企業、集 団企業(後 述)の 場合 であ り、 このタイプは5%以 下で あった。3)管 理 部 と共同 ・対
等 に意思決定を行 う機 関。 このタイプは約15%で あ った(repqHKoB,1990,cTp.97)。
要す るに、 「国有企業法」が想定 したよ うな戦略的意思決定機 関 としての労働 集団評議会 は現れず 、
た んな る協議機 関、 あるいは管理部 との協 同決 定機 関 と しての労働集 団評議 会で あった。 ソ連 の 「企 業
法 」、 ロシアの 「企 業 ・企業活動法」 は、 この よ うな状況 を追認 した ものであった。 上記 の調査 では、
従 業員に対 して、'「労働集団の活動の さま ざまな側面の管理 に参加 したい と考えてい るか」 とし・う質問
も され た。その調査結果に よると、労働 ・福祉領域 の管理 には50-65%が、生産管理には1-2%が、企業
資 産の管理(賃 借企業 、集団企業 、株 式企業な どへの移行 、それ に伴 う持分の決定、配 当など)に は、
10-25%が参加 したい と答えた(repqHKoB,1990,c[p.101)。多 くの従業員は労働条件には関心があっ
たが、企業の戦略的意思決定 には 関心がなか ったのであ る。
「賃貸借法」の施行 に伴い国有企業の賃貸借が発展 した。1990年には6200企業(従 業員数360万人)
が賃借 企業 とな った。工業 、建設、一般 自動車輸送 、商業 、外食 、 日常生活サー ビスな どでめだった(表
7)。1991年には賃借企 業は さらに拡大 し、そ こで働 く従業員は840万人 となった(表8)。
表7ソ 連の賃借企業の活動の主要指標(1990年)
賃借企業数
(1000)
就 業 者 生 産 額
人 数
(1000人)
部門就業者総数に
占める比率(%)
額
(10億ルーブル)
部門生産総額に
占める比率(%)
全 体 6.2 3600 121.8
内
訳
工 業 2.4 1700 4.7 48.0 5.2
建 設 1.0 600 5.6 6.3 5.8
一般自動車輸送 0.4 233 10.9 2.1 9.2
商業、外食産業 2.0 883 11.8 64.5 13.8
日常生活サービス 0.4 200 9.6 0.9 10.0
(出典)FocKoMcTaTCCCP,《 《HaponHoexo3崩cTBoCCCPB1990》cTp.53.
事実上の民間企業 であ る新型 「協同組合」 も増大 し、1990年には24万5400存在 し、609万8200人が
従事 していた(表9)。GNPに 占める新型 「協同組合 」生産額 の比重 は7%と なった。新型 「協同組合」
の80%以 上は国有企業に付属 して創設 され、国有企業の生産 フ ァン ドを用 いて活動 し、 したが って国有
企業 ・組織の需要 に対応 していた。新 型 「協 同組合」の製品(作 業、サー ビス)の80%は 国有企業・組織
向 けで あった(FocKoMeraTCCCP,《HapoAHoexo3頭cTBoCCCPB1990r.》erP.52)。
また 、国有企 業を基礎 に した新 しい経営形態 が成長 した。 まず 、 ソ連の 「企業法」第3条 に基づいて
企業の連合組織 が多数形成 され た。1990年末 に、120以上のコンツェル ン、約50の 部 門間国有合 同、1420
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のア ソシエー シ ョン、102のコンソーシアム、100以上の地域 的部門間合同が存在 した(FocKoMcraTCCCP,
《Hapo真Hoexo3磁㏄BoCCCPB1990n》c叩.52)。そ こで働 く人々は約40万 人であ った。1991年には
さらに増 え、約140万 人 となった(表8)。 この人 々は主 と して産業部 門省 か ら排出 され た人 々で、 これ
らの連合組織 が、部門の生産 を組織す る機能 を部分的に果た した。
表8経 済セクター ・経営形態別就業人口
1990 1991
人(100万人) 比 率 人(100万人) 比 率
就業人 口総数(100万人) 132.0 100.0 131.3 100.0
国有企業・組織 103.0 78.0 94.3 71.8
賃 借 企 業 4.4 3.3 8.4 6.4
株 式 会 社 0.1 0.1 1.2 0.9
経営ア ソシエーシ ョン
(コンツェル ン、合同)
0.4 0.3 1.4 1.1
社会団体(基金) 1.1 0.8 1.2 0.9
合 弁 企 業 0.1 0.1 0.1 0.1
コル ホーズ ・協 同組合 セクター 18.3 13.9 17.7 13.5
民間・個人企業活動の領域(契 約 ・請
負な どで働くファーマー経営、個人副
業経営、個人労働活動)
4.6 3.5 6.3 4.8
その他の企業 一 一 0.7 0.5
(出典)CTaTIIcTcqecKniKoMMTeTCHr,1992,crp.9.
表9ソ 連の協同組合活動の主要指標
1987 1988 1989 1990
活動中の協同組合数(期末、1000) 13.9 77.5 193.1 245.4
働き手の数(期末、1000人) 155.8 1396.54855.4 6098.2
うち兼業者 653.9 1712.2 1897.0
賃金ファン ド(兼業者の賃金を含む、100万ルーブル) 120.0 2160.616842.526836.0
製品(作業、サービス)の年間売上高(100万ルーブル) 349.7 6060.840339.167313.0
うち直接、住民向け 2368.86184.0 8463.8
(出典)FocKoMcTaTCCCP,《 《HaponHoexo3HficTBoCCCPB1990r.》cTp.55.
また、1990年に は1200以上の株式 会社 も設 立されていた(1'ocKoMcraTCCCP,《HapoAHoexo3崩crBo
CCCPBl990n》(np.52)。同年制 定 された ソ連 の 「所有法」、「企業法」で 「株式会 社」形態が認 め ら
れ てお り、同年同月 にソ連閣僚会議 によ り 「株式会社 ・有 限会社規定」(溝端佐登史訳が 『日ソ経済調査
資料』1990年9月 号にある)も 承認 され ていた。 「所 有法」な らびに 「株式会社・有限会社規定」は 、民
間株 式会社の設立の可能性 も排 除 してはい ないが 、主 と して 国有企業の改組 による株式会社設 立に言及
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してい る。 実 際に 、1200の株式会社 の大多数 もそ のよ うな株式会社 であった と推 定 され る。1990年には
約10万 人 が そ こで働 いていたが、1991年にそれは約120万人に増大 した。 ・
以 上 の よ うな企 業形態上の変化は 、少な くともロシアにおいて1991年には もはや 、エ ピソー ド的な国
有企 業 体制周 辺部 での事態 では な くなっていた。表10を 見 る と、ロシアの総 固定資本の22%が 国有か ら
非 国有 に移 行 して いた こ とがわかる。 国有企業 を民営化す る とい う方針 は示 されたが、 どの よ うな企 業
を どの よ うな方法 で民営化す るのか まだ政策が形成 されていない状況の 中で、事実上、 「自然発生的民営
化」(cTuxutiHaH,clloHTaHHaHnpHBaTH3aqHfi;spontaneousprivatization)が進行 していた。
表10ロ シアの総固定資本の所有形態別分布(年 初)
全 体 国 有 非国有
1985 100 90 10
1990 100 91 9
1991 100 91 9
1992 100 69 31
1993 100 53 47
1994 100 44 56
1995 100 42 58
1996 100 44 56
1997 100 45 55
1998 100 45 55
1999 100 45 55
2000 100 43 57
2001 100 42 58
2002 100 42 58
2003 100 42 58
(出典)rocKoMcTaTPoccHH,《PoccHficKHficTaTHcTHHecKnfi
e>Kero八HHK》1996,crp.273;2003,cTp.305.
チ ュバイ スによれ ば、これ は 「全人民所有の横領 」であった。 「ソビエ ト人 も、あ らゆ る他の普通の人
間 と同様 に 『ホモ ・エ コノ ミクス』(経 済人)で ある とい うことが、非 常に急速に明 らか とな つた」。す
なわ ち、 「国 有財 産乗 っ取 りの2っ の方式が作 り出 され た」。ひ とっは 、国有企業 の財産 を、新設の株式
会社 の財 産 の 一部 に移 し変 えて しま うとい う方法、 も うひ とつは、 「買取権 っき賃借」の結果 として国有
財産 を私 的財 産 にす るとい う方法であ った(qy6alic,1999,c叩.29)。
1991年初 めまでに合弁企業は約3000設立 され ていた。 その うちの80%近 くは米国、西独、フィンラ
ン ド、 その他 の資本主義諸国の企業が参加 して形成 され た。 定款 フ ァン ドの資金の約3分 の1が 外 国パ
ー トナー の 出資 によるものであ った。 登録 企業の35%だ けが実際 に活動 していた(rocKoMcTaTCCCP,
《HapoAHoexo3Hfi(rrBoCCCPB1990r.》c叩.52)。そ こで働 く人 々は約10万 人であった(表8)。
そ れ ばか りでな く、市場イ ンフラを形成す る新 しい業態が登場 した。 ソ連 邦 ゴススナブ(国 家供給委
員会)と そ の他 の省 庁の商品供給網 を基礎 に して、生産手段の卸売 商業のための商店その他の 商業組織
が設 立 され 始 めた。1991年初めに約1400の協同組合銀行が存在 し、貸付残高の8%が 商業銀行 に属 した
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(FocKoM(rraTCCCP,《HapoAHoexo3HficrBoCCCPBI990r.》cTp.52)6・1990年5月に モ ス ク ワ 商 品
取 引 所(MTB)が 設 立 さ れ(http://www.meo.ru/catalog/297/59466.htm1)、1991年末 ま で に ロ シ ア 共
和 国 内 で 商 品 取 引 所 、 有 価 証 券 取 引 所 が182設 立 さ れ た(表ll)。
表11ロ シアの取引所(商 品、商 品一原 料、商 品 一証券 、証券)の 活動指標(1991)
取引所数(年 末) 182
従業員数(兼 業者を除く、1000人) 7.4
兼 業者数'(1000人) 2.1
ブ ローカー会 社数(年 末 、1000) 23.5
取引件数(1000) 4.9
成約 取引数(1000) 106.3
取引所の流通高(10億ルーブル) 69.9
内
訳
消 費 財 22.2
生 産 財 34.0
有価証券 1.2
その他 の種 類の商品 ・サ ー ビス 12.5
(出典)rocKoMcTaTPoccHH,《Hapo八Hoexo3filicTBoBPoccHficKoti
ΦeぷepaばHH1992》,cTp.61.
この ような過程 の中で、体制転換後の ロシアの 企業 家層 の形成 が始ま った。1996-1997年の時点で ロシ
アの最 有力経 済エ リー トといえる303名の伝記的 調 査 を行 った レー ン とロスの研 究による と、1981-1988
年 の間に これ ら経済エ リー ト全員 が さま ざま な地 位 に就 い ていた 時間比率 を計算す ると、27%が工業企
業幹 部、12%が知的専門職 、10%が学 生、10%が経 済組 織職 員 、10%が研 究者 として過 ご した時間で あ
った が、8%は 企業家 と しての時間であ り、工 業 ・建設 業 と 「そ の他企業家」 ではその比率 は17%と13%
に達 していた(表12)。
工業企 業幹部は賃借企業や株式会社 への移 行な どを通 じて 「企業 家」的性格 を持 ちっっあ った。 た と
えばN.1.ベ フ(H.H.Bex,1946-)は、1987年か ら 「カ マス」(「カマ 自動車工場 」。 トラ ック製造)
合同長 をしていたが、1990年6月に政府が 「カマ ス 」の株 式会社改組 を決定 したので 、1991年に 「カマ
ス」 を株 式会社化 し、その会長 、社長 に就任 した。1997年までその職 にあ り、2003年か ら 「ズ ヴェズダ
ー ・エネルゲーチカ」(エネル ギー産業用機会製造 企 業)社 長 であ る。
銀 行幹部に も同様 の例 が見 られ た。V.1.ブ カ ー ト(B.}1.ByKaT,1939-)は国営専門銀行幹部 を歴
任 していたが、1990年までに 自らが理 事会議 長を務 める 「ジル ソツバ ンク」の株式 会社 化を提案 し、同
年7月 、 ソ連閣僚会議 決定によ りそれ を認 め られ 、株式 銀行 「ソツバ ンク」の理事会議 長 とな った。そ
の後 、 ロシア政府 との交渉 の結果 、同年12月 、 「ソツバ ンク」は 「モ ス ビジネ スバ ンク」に改組 され、
1998年まで取締役会議長 の職 にあった(http://www.biograph.ru/bank/bukato.htm)。
官庁の企業への衣替 えに伴 い、官僚が企業家に転 進 す る事例 も見 られた。 ソ連石油 ・天然 ガス工業省 副
大臣 であったV.Yu.ア レクペー ロフ(B.IO.AneKnepoB,1950-)は、石 油コ ンツェル ン 「ル ー クオイ
ル」創 設に参加 し、同 コンツェル ンの民営化後 に 「ル ー クオイル」社長 とな った。 「ルー クオイル」は1997
年末時点で ロシアの10大 企業グル ープのひとつに数 え られ た。 ア レクペ一 回フは 『フォー ブズ』紙(資
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料)の2005年世 界長者番付 でロシア第8位 、世界第122位の富豪であ る。モ スクワ市執行委員会技術管
理総 局長 の'V.P,エフ トゥシェンコフ(B.n.EBTymeHKoB,1948-)は、同管理総局 を株式会社に改
組 し社長 とな り、1993年には金融 ・産業 にまた がる持株会社 「システム」を創 設 した。 「システム」も1997
年末時点での10大 企業 グループのひ とつである。エ フ トゥシェン コフ も世界的 富豪であ り、『フォーブ
ズ』紙の2005年世界長者番 付では ロシア第10位 、世界第258位で ある。1・ ・
表12ロ シア経済エ リー トが1981-1988年に保有 していた地位(1996-1997)
職 業 全エ リー ト 工業/建設 石 油 政治・経済管理職**銀行/金融 その他の企業家
IE
P
ST
EO
R十RE
EN
G
PE十KE
NM
PP十KP
IW
PF十PC
MS十M
AE
TU十V
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
1
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
0
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
1
〔注〕*端 数処理からゼロとした。欄の合計は100になる。
**産業家連合の議長 と総裁、株式取引所の構成員、会社の重役会への政府の代表者など
略語は次のよ うになる。
[IE]
[P]
[ST]
[EO]
[R+RE]
[EN]
[G]
[PE+KE]
[NM]
[PP+KP]
[IW]
[PF+PC]
[MS+M]
[AE]
[TU+V]
工業企業幹部(技師長、工場長)
知的専門職(すなわち、医者、弁護士、講師)
学生
ソビエ ト経済組織(ゴスバンク)の職員
研究者
企業家(ポス ト共産主義期)
政府ポス ト
党機関とコムソモール機構の幹部ポス ト
非肉体労働
党およびコムソモール知的専門職(すなわち、党/コムソモール新聞編集者あるいは党/コムソモール機構講師)
工業労働者
ソ連共産党中央委員会正規委員と委員候補
軍務および知的軍事専門職
農業幹部(コルホーズ議長)
労働組合および任意組織
(出典)LaneandRoss,1999,p.177(邦 訳272頁).
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銀 行職 員 か ら起業 して成功 した例 もあ る。 コ メコン銀 行 に勤務 していたV.O.ポ タ・一ーニ ン(B.O.
nOTaHHH)は、貿易会社 「イ ンテル ロス」を設 立 した。その後、 「イ ンテル ロス」を金 融産業 グル ープ に
組織変 え し、会長 となった。 「インテル ロス」 も1997年末時点で ロシアの10大 企業 グループ に含 まれて
い る。 ポターニ ンもや は り世界的富豪であ り、『フォーブズ』紙の2005年 世界長者番 付 では ロシア第6
位 、世界第117位であ る(以上 の企業家 の伝記は主 として《CoBpeMeHHaflnoJinTiigecKa亘HcTopHHPoccnH
(1985-1998roAhl)》ToM2、ならびにイ ンターネ ット上 のデー タによる)。
4.お わ りに
ゴルバチ ョフ時代末期の ソ連の経済政策の展開 とマクロ経済状況、そしてそのような背景のなかでの
企業の状況は以上のようなものであったが、ゴルバチョフ時代全体にわたってソ連企業の変容過程を振
り返ってみると(加藤、2006)、それはおよそ次のようにまとめることができる。
ゴルバチ ョフ政権は、伝統的な社会主義計画経体制の構造的弱点を克服すべく、法制度の改革 と既存
の経済管理機構の解体を進め、社会主義市場経済(労働者自主管理を組み込んだ 「規制される市場経済」)、
さらには(形容詞のない)「市場経済」への移行を目指した。そのさい当然のことながら国有企業につい
ても、国家経済機関か ら指令されるだけの組織か ら、市場を目当てに活動する組織へと変化するよう促
した。そして民間企業活動も徐々に容認 していった。
この過程でマクロ経済状況は、期待 されたような成長 ドライブを見せず、む しろ不安定さを増 し、や
がて危機的な状況に落ち込んだ。
企業に目を向けると、国有企業の場合、従来よりはるかに広範な 自主権を獲得した。 しか しそれの活
用の仕方は産業、立地等により大きく異なっていた。 自社製品に市場での優位性を持たせることが比較
的容易な企業は対市場活動に積極的 となり、未成熟な市場での独占的地位を利用した価格操作も辞さな
かった。他方、国家発注よりほかに需要家を探す ことが困難な企業は、国家発注の継続あるいは国家に
よる保護を求めた。
容認 された民間企業活動は徐々に拡大 していった。民間企業は、伝統的な体制のなかで満たされなか
った需要を、使われなかった人的・物的資源を利用することによって満たしたと、一般的には言える。だ
が同時に、経済において圧倒的な地位を占める国有企業や、多くの資産を有 し経済活動を規制できる国
家機関 と関係を持たずに企業活動はできなかった。民間企業 と国有企業、国家機関との関係は、企業に
より多様であるが、多くの場合、相互に利用しあった。
ここで注意せねばならないことは、ソ連企業のこのような大 きな変容は、社会主義の放棄、ソ連邦解
体、冷戦の終結 というより大きな社会・政治的変化のなかで起こったとい うことである。制度改革の進行、
マクロ経済状況、企業動向を個別に分析 してみると、実際にはこれ らの諸側面は一面で関連 しあいなが
ら、他面では相対的に独立して推移 したことが明らかである。 もう少 し具体的には次のように説明でき
る。
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まず、制度改革の進行を中心に見ると、その進行はマクロ経済状況の悪化に一定程度貢献 してお り、
企業動向に制度的裏づけを与えたが、同時に、制度改革はマクロ経済状況の悪化に促 されて進行 してお
り、また企業を国家が統制できなくなっていったことも新たな制度改革を促 した。
マクロ経済状況を中心に見ると、その悪化は制度改革の進行による混乱、企業の自立化による混乱に
も影響 されていたが、原油の国際価格の急激な低下とい う国際的要因、ゴルバチ ョフ政権の制度改革以
外の政策(特 に放漫財政)に よる悪影響のほうが大きかった。
企業動向を中心に見ると、企業は制度改革に支えられ、マクロ経済状況に影響されてはいたが、 しだ
いに企業経営者が改革意図から離れて意思決定を して改革を逆に促 していくようになった し、また、潜
在インフレとい うマクロ経済状況を利用し、強化するようにもなっていった。
このように、企業の変容は、制度改革やマクロ経済状況の影響を受けながら、同時に、それ らに影響
を与えなが ら、進行 した。
このような特徴を持つ、企業の変容過程を振 り返 りながら、ゴルバチ ョフ期の企業を考える上で重要
と思われる3つの問題を検討 し、そこからインプ リケーションを引き出してみ よう。
① ゴルバチ ョフ時代に企業システムはなぜ、どのように変容したか?
企業システムは全体として、国家経済機関から指令されるだけの組織から、市場を目当てに活動する
組織へと変容し始めたが、他面では国家の保護 を求める傾向を示 した。 このような変容において、国有
企業の姿勢は初期には受身であった。その後、 しだいに国有企業経営者は積極的にこのような変化にコ
ミッ トしていったが、一般従業員の多くは受身であり続けた。同時に、積極的に変化にコミットする民
間の起業家たちが現れた。
このような概括か らはもれるが注 目しておかなければならないのは、「国有企業法」体制で想定されて
いた、社会主義市場経済(労 働者自主管理を組み込んだ 「規制 される市場経済」)を支える労働者自主管
理企業構想が流産 したことである。
企業管理者選挙が実施され、労働集団評議会が選出された企業は、短期間の間に従業員数において国
有企業全体の5%程度を占めるにいたった。続いて賃借企業が認められ、これも短期間の間に従業員数に
おいて就業者総数の6.4%を占めるようになった。
しか し、労働者自主管理において一般従業員の管理への参加はほとんど実質化 しなかった。その理由
のひ とつは、一般従業員自身の関心の低さであろう。高度に階層的な企業内秩序、多様性 ・流動性に乏
しい労働市場、私的企業活動の禁止とい う条件下で、一般従業員は職業生活における自己決定の経験が
極度に少なかったにもかかわらず、突如として自主管理の主体 とされた。かれ らは伝統的に賃金や企業
内福祉には関心があるが、管理の専門的業務や、賃借企業への移行、株式会社化などの企業の制度変更
には、知識も関心も薄かった。また、仮に知識 ・関心がある一般従業員がいた としても、経済制度が常
に変化 し、マクロ経済状況が徐々に悪化 し、社会秩序が動揺 していく状況のなかでは、知識 ・関心だけで
企業経営に参与 していくことは困難であったろう。む しろ、情報、人脈、腕力が企業経営においてモノ
をい う状況である。それは一般従業員にはない ものである。
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また、労働者 自主管理が企業の経済効率の向上、ひいては国民経済の成長をもたらしはせず、む しろ
経済混乱の原因のひとつ と批判されることもあった。'
こうして、労働者自主管理企業 というかたちで新たな社会主義企業システムを生き延びさせるとい う
構想は潰えた。このことは、労働者 自主管理企業やそれを中心 とする企業システムの今 日的 ・将来的存
立可能性を否定するものでは必ず しもないが、労働疎外の克服の課題 と結びつけて長い間期待をかけら
れてきた労働者自主管理は、一編の法律により機能するものでないことだけは、少な くとも明 らかにな
った。
②市場メカニズムの導入が企業システムにどのような影響をもたらしたか?
ゴルバチョフ時代における市場メカニズムの導入は、1980年代末におけるソ連経済を危機的状況に追い
込む一因となった。また、一部の企業の活動を反社会的なものにしたり、また他の一部の企業の活動を
国家支援以外に寄る辺ないものとした。
一般的に現代経済における市場メカニズムのもつ効率性は明 らかであ り、ゴルバチ ョフ政権が市場メ
カニズム導入を決断 したこと自体は、誤 りではなかったろう。 しかし、現実の社会にいつでも無制限に
市場メカニズムを導入すればよいわけではないことを、ゴルバチ ョフ時代のソ連の経験は如実に示 して
いる。 この点については、とくに新制度派経済学の立場からの諸研究が移行経済(社 会主義経済から市
場経済への移行経済)全 般に関連 して論 じてきたところである(青木 ・奥野、1996)。
③ゴルバチ ョフ時代の企業システムのあり方が現在のロシアの企業システムにどの ような影響をもた
らしたか?
ゴルバチ ョフ時代の企業システムは、市場経済化ならびにそれに伴 う困難と結びついてお り、 したが
って現在のロシアの企業システムとの関係では、それを市場経済化へ と導 き、同時に固有の困難性を付
与したといえる。
固有の困難性 として指摘すべきなのは、次のようなことである。まず、第1に 、レソ トシーキング、
非合法活動に傾斜する企業 と、国家の保護 に依存する企業の二極化が起こ り、正常な企業活動が衰退 し
始めた。第2に 、国有企業では経営陣によるインサイダー支配が広がった。第3に 、マフィア、官僚 と
の結合が民間起業の条件であった。
これ らの困難性は、エ リツィン時代に引き継がれ、ノーメンクラツーラ=マ フィア資本主義を支える
企業システムの特徴を形成 していくことになる。
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資料 フォー ブズ長者番付 に登場す るロシア人(1997-2005)
1997年
順位 氏 名 財 産(100万 ドル)
102 B.ベ レ ゾー フス キー 3,000
141 M.ホ ドル コー フ ス キー 2,400
201 V.ア レクペ ー ロ フ 1,400
224 R.ヴ ャ ー ヒ レ フ 1,100
231 Vポ ター ニ ン 700
243 Vグ ー シ ン ス キー 400
(出典)Forbes,July28,1997.
(出典)Forbes,July6,1998.
1998年
順位 氏 名 財 産(100万 ドル)
195 V.ポ タ ー ニ ン 1,600
http://www.forbes、com
http://www.forbes.com
該当看なし
(出典)Forbes,July5,1999;July3,2000。http://㎜.forbes.com
2001年
順位 氏 名 財 産(100万 ドル)
194 M.ホ ドル コー フ ス キー 2,400
272 V.ポ ター ニ ン 1,800
312 V.ボ グ ダー ノ ブ 1,600
336 R.ヴ ャ ー ヒ レフ 1,500
363 R.ア ブ ラー モ ヴ ィ ッチ 1,400
387 V.ア レクペ ー ロ フ 1β00
387 M.フ リー ドマ ン L300
452 Vチ ェルノムイルジン L100
(出典)Forbes,July9,2001.http:〃wwvv.forbes.com
2002年
順位 氏名 財 産(100万 ドル)
101 M.ホ ドル コー フス キ ー 3,700
127 R.ア ブ ラー モ ヴ ィ ッチ 3,000
191 M.フ リー ドマ ン 2,200
234 V.ポ ター ニ ン 1,800
277 Vボ グダーノフ 1,600
327 V.ア レ クペ ー ロ フ 1,400
413 O.デ リパ ス カ 1,100
(出典)Forbes,March18,2002.http:〃vvww.forbes。com
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2003年
順 位 ・ 氏名 財 産(100万 ドル)
26 M.ホ ドル コー フ ス キー 8,000
49 R.ア ブ ラ ー モ ヴ ィ ッチ 5,700
68 M.フ リー ドマ ン 4,300
147 Vヴ ェー クセ リベ ル ク 2,500
222 V.ポ ター ニ ン 1,800
256 M.プ ロー ホ ロ フ 1,600
278 0.デ リパ スカ 1,500
278 V.エ フ トゥシ ェ ー ン コ フ 1,500
329 V.ア レク ペー ロ フ 1,300
348 A.モ ル ダ シ ョー フ 1,200
386 L.ネ ヴズ リ ン 1,100
386 E.シ ュ ヴ ィー ドレル 1,100
427 V.ボ グ ダ ー ノ ブ 1,000
427 M.ブ ル ー ドノ LOOO
427 V.ド ウー ボ ブ 1,000
427 P.レ ー ベ デ フ 1,000
427 V.シ ャ フ ノー フ ス キ ー LOOO
(出典)Forbes,March17,2003.http://㎜.forbes.com
2004年
順位 氏名 財 産(100万 ドル)
16 M.ホ ドル コー フス キ ー 15,000
25 R.ア ブ ラ ーモ ヴィ ッチ 10,600
73 M.フ リー ドマ ン 5,600
85 V.ポ タ一 二 ン 4,900
90 M.プ ロー ホ ロ フ 4,800
124 V.リ ー シ ン 3,800
136 A.モ ル ダ シ ョー フ 3,500
143 0.デ リパ ス カ 3,300
143 V.ヴ ェー クセ リベ ル ク 3,300
186 V.ア レ クペ ー ロ フ 2,700
277 L.ネ ヴズ リン 2,000
310 M.ブ ル ー ドノ 1,800
310 V.ド ウー ボ ブ' 1,800
310 P.レ ー ベ デ フ 1,800
310 V.シ ャ フ ノー フ ス キー 1,800
342 Vボ グダーノブ 1,700
377 V.エ フ トゥシ ェー ン コ フ 1,500
406 G.ハ ン 1,400
437 L.フ ェ ド ゥ ン. 1,300
(出典)Forbes,Marchl5,2004.http:〃….forbes.com
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2005年
順位 氏名 財 産(100万 ドル)・
60 M.フ リー ドマ ン 7,000
60 V.リ ー シ ン 7,000
84 0.デ リパ ス カ 5,500
94 V.ヴ ェ ー クセ リベ ル ク 5,000
107 A.モ ル ダ シ ョー フ 4,800
H7 Vポ タ ー ニ ン 4,400
117 M.プ ロー ホ ロフ 4,400
122 V.ア レ クペ ー ロフ 4,300
151 V.ラ シ ニ コフ 3,600
258 V.エ フ トゥシ ェ ー ン コフ 2,400
272 A.ア ブ ラー モ フ 2,300
272 V.ボ グ ダー ノ ブ 2,300
292 M.ホ ドル コー フ ス キ ー 2,200
306 G.ハ ン 2,100
306 N.ツ ヴ ェ トコ ー プ 2,100
321 L.フ ェ ド ゥ ン. 2,000
321 E.シ ュ ヴ ィー ドレル 2,000
366 A.ウ ス マ ー ノ ブ L800
413 A.ク ズ ミチ ョー フ 1,600
413 P.レ ー ベ デ フ 1,600
413 Lマ フム ー ドブ 1,600
437 V.イ オ ー リッチ 1,500
437 1.ジ ュ ー ジ ン 1,500
507 E.バ トゥー リナ 1,300
548 A.メ リ ニ チ ェ ー ン コ 1,200
548 S.ポ ポ ー フ L200
(出典)http://www.forbes.com
(かと う しつ こ)
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